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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第45期 

第１四半期累計期間
第46期 

第１四半期累計期間
第45期

会計期間

自　2021年
　　４月１日
至　2021年
　　６月30日

自　2022年
　　４月１日
至　2022年
　　６月30日

自　2021年
　　４月１日
至　2022年
　　３月31日

売上高 (千円) 1,503,889 1,616,516 6,817,325

経常利益又は経常損失(△) (千円) △27,826 57,024 80,139

四半期(当期)純利益又は四半
期純損失(△)

(千円) △22,502 43,775 39,482

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 1,820,000 1,820,000 1,820,000

発行済株式総数 (株) 1,440,000 1,440,000 1,440,000

純資産額 (千円) 13,531,630 13,434,594 13,497,023

総資産額 (千円) 15,583,522 15,546,473 15,598,711

１株当たり四半期(当期)純利
益又は１株当たり四半期純損
失(△)

(円) △15.80 30.75 27.73

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 86.8 86.4 86.5
 

(注) １　当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては、記載しておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益につきましては、第45期第１四半期累計期間は、１株当たり

四半期純損失であり、潜在株式が存在しないため、また第45期及び第46期第１四半期累計期間は、潜在株式

が存在しないため、記載しておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社がないため記載を省略しております。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に重要

な変更はありません。

 また、関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　当社は、「第４　経理の状況　１　四半期財務諸表[注記事項]（セグメント情報等）」に記載のとおり、単一セグ

メントであるため、財政状態及び経営成績の分析は製品分類別に記載しております。

 

(1) 経営成績の分析

　当第１四半期累計期間における国内経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大が繰り返す中で、経済、社会活動の

正常化に向けた政策により回復の兆しが見られるようになりました。しかしながら、資源、エネルギー価格の高騰を

はじめとする諸物価の上昇が続いており、ロシア・ウクライナ情勢の悪化、更には急激な円安への為替の変動などか

ら、依然として景気の先行きについては極めて不透明な状況となりました。当社の主要な市場であります建設関連業

界におきましては、公共投資が底堅く推移し、民間設備投資も弱含みながら、持ち直しの動きが見られるものの、資

材価格の上昇や、労働力不足が続くなど、取り巻く事業環境は引き続き厳しく、需要動向への影響が懸念される状況

にあります。

　その結果、売上高は、16億16百万円（前年同四半期比7.5％増）となりました。製品分類別における状況は次のとお

りであります。

　鋳鉄器材は、建築工事が堅調なことから、雨水排水・防水関連製品の増加が寄与し、外構、街路関連も外構・街路

関連製品など、回復傾向にあり、４億68百万円（同21.0％増）となりました。

　スチール機材は、外構関連の改善により外構・街路関連製品が増加しました。一方で、民間設備投資や、土木工事

関連への納入が低位な状況となりましたが、２億50百万円（同4.9％増）となりました。

　製作金物は、外構、街路等景観整備工事の回復基調が続き、外構・街路関連製品が堅調なことと、建築金物も増加

しました。一方で、防災関連製品の納入が進まなかったことから、７億36百万円（同0.4％減）となりました。

　その他鋳造製品は、土木向け需要は減少しましたが、建機、機械向け製品が、納入先の堅調な需要を受け、改善基

調が続きましたことから、１億61百万円（同16.4％増）となりました。

　利益につきましては、材料価格の高騰や諸物価の上昇から生産におけるコスト上昇が続いており、市場における需

要の低い時期にあって、収益改善が進みにくい状況にありますが、生産の向上、販売価格の改善に向けての取り組み

を進めてまいりました。その結果、売上総利益は、５億39百万円（同9.1％増）となりました。販売費及び一般管理費

につきましても経費負担の軽減に努め改善し、４億91百万円（同6.9％減）となりました。その結果、営業利益は48百

万円（前年同四半期は32百万円の営業損失）となりました。営業外損益につきましては、低金利の環境が続く状況は

変わらず、収益の低い状況が続きました。その結果、経常利益は57百万円（前年同四半期は27百万円の経常損失）と

なり、四半期純利益43百万円（前年同四半期は22百万円の四半期純損失）となりました。
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(2) 財政状態の分析

　当第１四半期会計期間の財政状態は、総資産は前事業年度末に比べ52百万円減少し155億46百万円となりました。

　流動資産は、前事業年度末に比べ11百万円増加し118億21百万円となりました。その主な要因は、有価証券が３億

円、受取手形及び売掛金が23百万円それぞれ減少しましたが、現金及び預金が95百万円、製品が92百万円、原材料及

び貯蔵品が67百万円、仕掛品が48百万円、電子記録債権が29百万円それぞれ増加したこと等によるものであります。

　固定資産は、前事業年度末に比べ63百万円減少し37億25百万円となりました。その主な要因は、有形固定資産の機

械及び装置が33百万円減少したこと等によるものであります。

　負債は、前事業年度末に比べ10百万円増加し21億11百万円となりました。その主な要因は、流動負債の買掛金が51

百万円増加したこと等によるものであります。

　純資産は、前事業年度末に比べ62百万円減少し134億34百万円となりました。その主な要因は、剰余金の配当が１億

６百万円あったこと等によるものであります。

 
(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありま

せん。

 

(4) 研究開発活動

　当第１四半期累計期間の研究開発費の総額は28百万円であります。なお、当第１四半期累計期間において、当社の

研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,000,000

計 4,000,000
 

　

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2022年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,440,000 1,440,000
名古屋証券取引所
メイン市場

単元株式数は100株であります。

計 1,440,000 1,440,000 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年４月１日
～2022年６月30日

― 1,440,000 ― 1,820,000 ― 1,320,000
 

 

(5) 【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2022年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

2022年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 16,200

 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

14,228 ―
1,422,800

単元未満株式
普通株式

― ―
1,000

発行済株式総数 1,440,000 ― ―

総株主の議決権 ― 14,228 ―
 

 

② 【自己株式等】

2022年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
カネソウ株式会社

三重県三重郡朝日町大字
縄生81番地

16,200 ― 16,200 1.13

計 ― 16,200 ― 16,200 1.13
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(2022年４月１日から2022年６月

30日まで)及び第１四半期累計期間(2022年４月１日から2022年６月30日まで)に係る四半期財務諸表について、五十鈴

監査法人による四半期レビューを受けております。

 
３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

  なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

  ①　資産基準　　　　　                     0.39％

  ②　売上高基準　　　　                     0.02％

  ③　利益基準　　　　　                     0.41％

  ④　利益剰余金基準　　                     0.48％
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2022年３月31日)
当第１四半期会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 8,904,689 9,000,640

  受取手形及び売掛金 1,107,711 1,084,500

  電子記録債権 166,331 195,501

  有価証券 400,000 100,000

  製品 599,252 692,064

  仕掛品 155,116 204,112

  原材料及び貯蔵品 457,656 525,394

  その他 26,452 26,540

  貸倒引当金 △7,458 △7,451

  流動資産合計 11,809,752 11,821,303

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 1,732,878 1,731,904

   その他（純額） 1,592,879 1,544,712

   有形固定資産合計 3,325,758 3,276,617

  無形固定資産 51,031 47,352

  投資その他の資産   

   投資有価証券 88,022 89,530

   その他 336,147 323,668

   貸倒引当金 △12,000 △12,000

   投資その他の資産合計 412,169 401,199

  固定資産合計 3,788,959 3,725,169

 資産合計 15,598,711 15,546,473

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 295,027 346,850

  未払法人税等 56,731 8,926

  賞与引当金 60,791 21,523

  その他 227,274 286,413

  流動負債合計 639,826 663,715

 固定負債   

  退職給付引当金 344,022 351,693

  役員退職慰労引当金 517,423 495,019

  その他 600,415 601,450

  固定負債合計 1,461,861 1,448,163

 負債合計 2,101,688 2,111,878
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2022年３月31日)
当第１四半期会計期間
(2022年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,820,000 1,820,000

  資本剰余金 1,320,000 1,320,000

  利益剰余金 10,398,097 10,335,094

  自己株式 △69,828 △69,828

  株主資本合計 13,468,268 13,405,265

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 28,755 29,329

  評価・換算差額等合計 28,755 29,329

 純資産合計 13,497,023 13,434,594

負債純資産合計 15,598,711 15,546,473
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

売上高 ※  1,503,889 ※  1,616,516

売上原価 1,008,898 1,076,552

売上総利益 494,990 539,964

販売費及び一般管理費 527,381 491,164

営業利益又は営業損失（△） △32,390 48,799

営業外収益   

 受取利息 179 68

 受取配当金 1,461 2,414

 不動産賃貸料 4,661 4,461

 受取保険金 ― 4,526

 その他 2,024 666

 営業外収益合計 8,326 12,137

営業外費用   

 支払利息 2,881 3,050

 不動産賃貸費用 881 861

 営業外費用合計 3,762 3,912

経常利益又は経常損失（△） △27,826 57,024

特別損失   

 減損損失 ― 973

 特別損失合計 ― 973

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △27,826 56,051

法人税、住民税及び事業税 1,711 1,713

法人税等調整額 △7,035 10,562

法人税等合計 △5,324 12,275

四半期純利益又は四半期純損失（△） △22,502 43,775
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【注記事項】

(四半期損益計算書関係)

※　前第１四半期累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年６月30日)及び当第１四半期累計期間(自　2022年４月１

日　至　2022年６月30日)

当社の売上高は、第３四半期会計期間以降に受注が増加するため、第１四半期会計期間の売上高が他の四半期会

計期間と比較して少なくなる傾向にあります。

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

減価償却費 73,807千円 67,817千円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第１四半期累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月25日
定時株主総会

普通株式 106,778 75.00 2021年３月31日 2021年６月28日 利益剰余金
 

 

　２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後と

　　なるもの

　　　該当事項はありません。

 
Ⅱ　当第１四半期累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月９日
取締役会

普通株式 106,778 75.00 2022年３月31日 2022年６月９日 利益剰余金
 

 

　２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後と

　　なるもの

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

　 当社は、建築・防災・都市景観整備・環境・福祉・緑化関連製品・産業用鋳物の製造及び販売をその事業としてお

 り、単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
前第１四半期累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

（単位：千円）

 鋳鉄器材 スチール機材 製作金物 その他 合計

顧客との契約から
生じる収益

387,539 238,588 739,338 138,423 1,503,889

外部顧客への売上高 387,539 238,588 739,338 138,423 1,503,889
 

 
当第１四半期累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

（単位：千円）

 鋳鉄器材 スチール機材 製作金物 その他 合計

顧客との契約から
生じる収益

468,849 250,356 736,244 161,065 1,616,516

外部顧客への売上高 468,849 250,356 736,244 161,065 1,616,516
 

 
(１株当たり情報)

 １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は次のとおりであります。

 

項目
前第１四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)

△15円80銭 30円75銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円) △22,502 43,775

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は
普通株式に係る四半期純損失(△)(千円)

△22,502 43,775

普通株式の期中平均株式数(株) 1,423,710 1,423,710
 

(注)　前第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であ

り、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。また当第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

２ 【その他】

2022年５月９日開催の取締役会において、2022年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期末配

当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額                               106,778千円

② １株当たりの金額                            　 　75円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  　2022年６月９日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
   

 

2022年８月10日
 

カネソウ株式会社

取締役会　御中
 

 

五十鈴監査法人  
 

桑名事務所   
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 西　野　賢　也  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩　田　哲　也  

 

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているカネソウ株式

会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの第46期事業年度の第１四半期会計期間（2022年４月１日から2022年６

月30日まで）及び第１四半期累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、カネソウ株式会社の2022年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められな

かった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 
四半期財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

　手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

　れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

　られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

　められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

　結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

　半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でな

　い場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

　四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存

　続できなくなる可能性がある。

・四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準

　拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表　

　示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

　認められないかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以 上

 
 

（注）1.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

　　　報告書提出会社）が別途保管しております。

　　 ２.XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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